ミャンマー新政権誕生後の開発動向 by 内田 勝巳

摂南経済研究




Development Trend after Advent of New Administration in Myanmar
Katsumi Uchida
― 105 ―
摂南経済研究  第 7 巻  第１・2 号（2017）
はじめに
アウンサンスーチー氏が党首を務める国民民主連盟 （NLD） による新政権が2016年3月末に発足
し、 半世紀ぶりに軍人出身でないティンチョー大統領が誕生した。 NLDの党首アウン ・ サン ・ スー ・
チー氏は国家顧問兼外相となり、 実質的に新政権の意思決定を担っている。 本研究ノート執筆時点
の2017年2月時点で11ヵ月を経ているが、 新政権の国内開発政策は基本的に前政権の政策の延長





外交政策に関して、 スー ・ チー国家顧問兼外相は、 2016年4月の国民向け演説で、 すべての国
との友好関係の確立を目指す非同盟 ・ 中立外交の重要性を強調した。 今後、 国連やASEAN地域
統合を重視した外交を行っていくものと考えられる。 実際、 スー ・ チー国家顧問兼外相は、 5月に








米国では国連総会に出席。 オバマ大統領と会談し、 米財務省の特定指定国 ・ 国民 （SDN） リスト
に掲載されたため米国との取引行為が禁止されてきた111の個人 ・ 団体の同リストからの削除を取り付




（BIMASTEC） に出席。 インドのモディ首相と会談し、 電力、 保険、 金融監督の3分野での協力覚え
書きを交換した。












への対応については今のところ成果が見られない。 テイン ・ セイン前政権時代の2013年に、 少数民
族武装勢力との停戦協議会が始まり、 2015年10月に8勢力が停戦に合意したが、 なおカチン独立軍
（KIA)をはじめとする10以上の少数民族武装勢力との間で未停戦状態にある。 2016年8月末から9月
にかけて国連の潘基文事務総長、 外交団、 NGOもオブザーバーとして出席し、 各少数民族武装勢







いう。 しかし、 1948年の英国植民地からの独立以降も、 同州と国境を接するバングラデシュからの不
法移民者が絶えなかったこともあり、 ネ ・ ウィン政権時代の1982年に制定された国籍法ではロヒンギャ
を不法移民として自国の少数民族とは認めず市民権も付与しなかった。 ラカイン州はかつてアラカン
王国と呼ばれ仏教徒による独立国家として栄えていた歴史があるが、 当時の国王はイスラム教徒に対
して融和的であった。 しかし、 現在、 西部ラカイン州には約80万人から100万人を超えるロヒンギャが
いるとの推計があり、 増加するロヒンギャの人口圧力に対する現地住民の反感は根強く、 ロヒンギャへ
の市民権付与は包括的開発を標榜する新政権にとっても困難な課題となっている。





















表2-1は新政権が2016年7月に公表した最初の経済政策の概要である。 行政組織 ・ 制度の課題と


























政府機関）、 国営企業 （各省傘下に存在した58の国営企業）、 地方開発委員会の3つに区分されて















た経済政策に則り、 「透明性の高い健全な公共財政管理システムによる財源拡大」 を図るため、 最
初の財政政策として、 9月に、 ミャンマーで初の長期 （2年） 国債の競争入札を民間商業銀行に対し






ミャンマーは2011年の民政移管後、 毎年の国内総生産 （GDP） 伸び率が7～8％台で推移してきて
おり高い経済成長が続いている。 国際通貨基金 （IMF） の世界経済アウトルックによると2016年度のミャ
ンマーの国内総生産 （GDP） 伸び率は8.1％に達する見通しで、 世界でも最も高い成長率の国の一
つになると予想されている。
表2-2　ミャンマー財政の対GDP比率の推移
2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 2014年度
歳入 11.4 12.1 19.0 20.1 21.9
　国税 3.3 3.9 6.3 7.3 7.8
　国営企業　 7.0 7.8 10.3 9.7 9.5
歳出 16.9 16.7 18.1 21.4 22.9
　保健 0.2 0.2 1.4 1.1 1.1
　教育 0.8 0.8 1.5 1.7 1.9
　国防 3.3 2.9 4.1 3.8 3.8
　人件費 1.2 1.2 2.1 2.6 2.6
公的債務 50 49 40.1 32.3 29.2
（出所）IMF ARTICLE IV CONSULTATION—STAFF REPORT
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新政権が掲げた経済政策の最優先事項は 「雇用創出」 であり、 「農業 ・ 工業の均衡した発展」
と 「輸出産業の振興」 をキーワードとして、 雇用創出効果の大きい製造業と人口の6割が従事する農
業の振興を重視している。 輸出産業の振興のために、 9月の米国オバマ大統領との会談で一般特恵
関税制度 （GPS） の再開を取り付けたことは大きな成果であった。
また、 前政権時代は中国やタイ企業の石油 ・ ガス開発関連が中心であり、 雇用への波及効果が























整備されれば、 地理的な強みを生かし、 中国、 インド、 ASEANの結節点として、 アジア物流の要衝














路につき、 民間企業との間でBOT （建設 ・ 運営 ・ 譲渡） 方式によるバイパス道整備の協議が始まっ
ている。 この道路はGMS経済協力のR4ルート （昆明 ・ 端麗 ・ ムセ ・ ラショー ・ マンダレー） （460キロ）




チャイントン ・ タチレック ・ メーサイ （タイ） 間の道路整備も進んでいる。
インドとの間でも両国国境周辺の69の道路橋の改修が合意されている。 チン州のインド国境の町タ
ムとマンダレーを結ぶ道路整備により、 マンダレーが中継点としてインド ・ タイの貿易促進にも寄与す
ることになる。
表2-3は、 地域 ・ 州別の国境貿易地域及びタイへの移民数とタイからの送金額 （推定） を示したも
のである。 国際幹線道路網の整備により、 これらの国境貿易地域の更なる発展が見込める。 また、
約250万人の海外移民数のうち、 約150万人は隣国タイへの出稼ぎ移民である。 タイには、 正規の出
稼ぎ移民とほぼ同数の約150万人の不法移民がいるといわれている。 したがって、 タイへの出稼ぎ移
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（1）農村と人間開発を重視した開発政策
ミャンマー新政権の経済政策のうち、 「教育 ・ 職業訓練システムの強化」、 「農業 ・ 工業の均衡し
た発展」、 「農業 ・ 中小零細企業支援の金融制度構築」、 「開発における環境と文化遺産の保全」 は、
　農村と人間開発を重視した開発政策の方向性を示しており、 前政権下で策定された2030年を目標
とする 「総合開発計画」 （2014） の基本的骨子は新政権下でも継承されているといえる。
同総合開発計画において、 ミャンマーは、 民主主義 ・ 平和 ・ 持続可能で包括的開発の定着を目
指しており、 そのための人間開発に焦点が当てられている。 ミャンマーの貧困削減政策は、 都市部と
農村部との間の開発格差の拡大により、農村部の貧困層が取り残されることのないことを注視している。
持続可能で包括的な開発戦略の焦点は、 教育、 保健医療、 雇用機会、 ジェンダーに配慮した社会
福祉へのアクセスとサービス供与の向上である。 適切な賃金、 安全な労働条件の供与を確保し、 国
の天然資源の保護を促進し、 ミャンマーの社会と多文化の価値観や骨組みを保持に重点が置かれて




である。 また、 ミャンマー政府は、 人間開発と貧困削減を農村部と都市部との間に存在する格差是
表2-3　ミャンマー地域・州別タイへの移民数とタイからの送金額







カヤ州 タイ 5,601 0.4%




タム、リ ドー 588 0.04%
サガイン地域 インド 7,981 0.6%
タニンタリ地域 タイ ベイ、コータン 187,968 13.3% 435,047,760 15.1%
バゴー地域 129,069 9.1% 217,634,880 7.5%
マグエ地域 36,674 2.6%
マンダレー地域 28,334 2.0%
モン州 タイ 385,487 27.2% 961,840,800 33.3%
ラカイン州 バングラデシュ シットウェー、マウンド 74,370 5.2%







179,783 12.7% 323,076,000 11.2%
エヤワディ地域 29,382 2.1%
ネピドー連邦地区 6,214 0.4%
全国 1,418,472 100.0% 2,887,619,560 100.0%




正に対する戦略として位置付けているだけでなく、 基本的なサービス （保健 ・ 教育などの社会サービ








IHLCAの調査では、 5年前 （2005年） と比較すると、 貧困層の30％の人々に基礎消費の改善が見




州・地域 2005 2010 2005 2010 2005 2010
カチン州 37.7 23.4 46.8 30.6 44.2 28.6
カヤ州 26.1 2.3 38.2 16.3 33.6 11.4
カイン州 7.8 16.8 12.5 17.5 11.8 17.4
チン州 45.9 52.1 80.9 80 73.3 73.3
サガイン地域 21.9 16 27.4 14.9 26.6 15.1
タニンタリ地域 20.8 16.7 37.2 37.5 33.8 32.6
バゴー地域 30.7 19 31.8 18.2 31.6 18.3
東部 34.8 20.9 30.2 20.1 30.9 20.2
西部 23.1 15.6 33.8 15.9 32.6 15.9
マグウェ地域 25.8 15.8 43.9 28.2 42.1 27
マンダレー地域 24.1 14.1 44.7 31.6 38.9 26.6
モン州 22.5 17.8 21.3 16 21.5 16.3
ラカイン州 25.5 22.1 41.2 49.1 38.1 43.5
ヤンゴン地域 14.4 11.9 17.4 28.7 15.1 16.1
シャン州 31 14.1 50.5 39.2 46.1 33.1
南部 26.1 8.3 44.5 31.2 40.2 25.2
北部 34.7 16.3 55 43.1 50.6 37.4
東部 37.1 28.6 56 52.3 51.8 46.4
エヤワディ地域 24.4 23.1 30.3 33.9 29.3 32.2
全国 21.5 15.7 35.8 29.2 32.1 25.6
（出所） IHLCA（2005）及び IHLCA（2010）を基に筆者作成
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しかしミャンマーの州や地域の人口は各州 ・ 地域によって大きく異なっている。 人口はヤワディ州
で最も大きく、 カヤ州で最も少ない。 そのため、 各州 ・ 地域の貧困者数は大きく異なっており、 貧困
率を考慮しつつも貧困者数に注目して各州 ・ 地域への投資水準や投資分野の優先づけを考えること
が効率的である。  17州 ・ 地域の貧困者数はエヤワディ地域で18.6％と最も高くカヤ州で0.1％と最も
低い。
また都市部の貧困率が農村部の貧困率の半分であり相対的に貧困率が低いことから見ても、 エヤ
ワディ地域のパテイン、 ヒンタダ、 モービン、 マンダレー地域のマンダレー、 メイティ―ラー、 シャン



































































































































































UNDP Myanmar （2013） は、 IHLCA （2010） の調査結果から2010年のミャンマーの平均所得は貧
困ラインよりも25％高いだけであり、 国民間の消費の不平等は少ないと考えられることから、 経済成長
が貧困削減に大きく寄与できるとしている。 同報告書の計算によれば、 取引費用なしの前提で2010
年のGDPの2.3％ （8500億チャット） を貧困層に所得移転することにより、 絶対的貧困の解消が可能
である。 本報告書は分析上の測定値として中央値を用いているが、 貧困層の貧困ギャップの中央値














るが、 多くは月8000～12000チャット （年間96000～144000チャット） の利息を支払っており、 この額は、
貧困ギャップの中央値の2～3倍に相当する。 ちなみに、 ミャンマーにおける商業銀行などの金融イン
フラは脆弱で、 銀行口座を持つ人は15歳以上の労働人口の約2割にとどまる。 また、 商業銀行の貸
出金利は13％ （2015年） と高く、 資金力が限られる農家が農機や肥料などを手に入れるのも難しい。
ミャンマー新政権が7月の経済政策で発表したように、 農業支援のための金融制度の構築が望まれる。
本報告書は他の国際機関の報告書と同様に、 貧困削減のためには、 ミャンマーの稼ぎ頭である農






































農村集落には、 生活用水､養魚､庭先灌漑等に使える 「貯水池」 ､収穫の処理や家畜の育成の










新政権の経済政策では、 「家計 ・ 農業 ・ 中小零細企業支援の金融制度の構築」 が謳われており、
また総合開発計画では農村貧困削減のための小規模融資制度の重要性が謳われている。 ミャンマー
の農村金融の現状はどのようになっているのであろうか。








イギリスから独立後の1953年に、 農業、 畜産、 農村の発展を支援するために国営農業銀行が設
立され、 村落単位で設置した村落銀行を媒介して低金利の貸出が行われることになった。 1973年に
国営農業銀行はミャンマー農業開発銀行 （MADB） と名称変更され、 1990年の ミャンマー農業開発
銀行法並びに 1991 年の付帯規則によって現行の体制となった。 2013年現在、全国に 206 の支店（国
内全銀行の支店の23％） があり、 約3000人のスタッフにより運営されている。
MADBの融資は、 作物の栽培を対象とした季節貸付 （Seasonal Loan） と呼ばれる短期融資と大型









万米ドル）、 不良債権比率 （NPL） 0.02％であった。 しかし、 2010年の調査によればMADBを中心に



















期間 貸出金利 借入金利 利差益
1998年4～12月 21.0% 12.0% 9.0%
1999年1～3月 18.0% 12.0% 6.0%
1999年4月～2000年3月 17.0% 10.0% 7.0%
2000年4月～2006年3月 15.0% 9.0% 6.0%
2006年4月～2011年8月 17.0% 12.0% 5.0%
2011年9～12月 15.0% 10.0% 5.0%
2012年1～3月 13.0% 8.0% 5.0%
2012年3月～ 8.5% 8.0% 0.5%
（出所）World Bank（2014）




益性、 借り手の債務不履行のリスク、 市場の一般的な条件を考慮しておらず、 ミャンマーの長期的な
利益には最善のものではないとしている。 同委員会は、 今後、 関係省庁や銀行関係者との協議を通
じて、 農業開発銀行法を改革する計画である。
おわりに








一方、 ロヒンギャ問題が現政権にとって大きな足枷となっている。 2012年10月、 仏教徒女性がイス
ラム教徒に殺害された事件が起こってから、 未だあまり時間が経過していなかった頃、 筆者はJICA
業務のためにラカイン州を訪れた。 カウンターパートの地方政府の役人は淡々と事件について話して
くれただけであったが、 シットウェーの街角で 「国連やNGOは出ていけ」 とペイントされた車が偶然
目に入り、 現地住民のイスラム系少数民族ロヒンギャに対する敵愾心の大きさに驚いたことが鮮明な
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